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３． 研究報告 
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(c) 業務の目的 

M7.5 級のプレート境界型地震が繰り返し発生する宮城県沖では、次の地震の発生が切迫

していると考えられており、その発生時期および規模の予測精度の向上が急がれる。本業

務では、宮城県沖地震時に破壊すると考えられるアスペリティの固着状況やその周囲にお

ける準静的すべりの状態が時空間的にどのように変化しているかを監視するための方策を

開発することを目的とする。 

アスペリティの状況把握の高度化のためには、プレート境界面の形状や境界面とその周

囲における中小の地震活動の空間分布を高精度で明らかにする必要があり、文部科学省事

業である「宮城県沖地震に関するパイロット的な重点調査観測」（以下「パイロット重点観

測」と称する）によってこの領域において開始された海底地震観測網による長期繰り返し

地震観測を発展的に継続することによりこれを実現する。 

 アスペリティ周囲での準静的すべりの時空間的な変動を監視するためには、本業務では

GPS 観測による地表面の変位速度分布からプレート境界面上でのすべり分布を推定し、そ

の時間変化を捉えること、プレート境界面上での小繰り返し地震である相似地震のすべり

量と震源分布からすべり分布を推定し、その時間変化を捉えることが効果的であると考え

られる。特に「監視」という観点からは、高信頼度のすべり量分布を迅速に推定すること

が重要であり、そのための技術開発を推進する。 

 

(d) ５ヵ年の年次実施計画（過去年度は、実施業務の要約） 
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1) 平成１７年度： 

これまでに宮城県沖の周辺で行われた地震観測のデータを解析し、2005 年 8 月 16 日

に発生した M7.2 の地震の破壊域を詳細に明らかにするとともに、1930 年代や 1978 年

に発生した過去の宮城県沖地震の破壊域との関係を考察した。また、震源域とその周辺

における地震波速度構造モデルを構築した。さらに、GPS 観測および相似地震活動の解

析に基づき、宮城県沖周辺における準静的すべりの実態把握を開始した。 

2) 平成１８年度： 

海底地震計の入れ替えにより、平成 17 年度に観測を開始した５点の海底観測点にお

ける地震観測を継続するとともに、気象庁と共同して４～１０月の間、短期観測型海底

地震計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測により新たに得られたデ

ータを従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺の精密な震源分布を求めた。

さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析に基づき、宮城県沖周辺における準静的す

べりの実態把握を継続した。 

3) 平成１９年度： 

海底地震計の入れ替えにより、平成 18 年度に観測を開始した６点の海底観測点にお

ける地震観測を継続するとともに、気象庁と共同して４～１０月の間、短期観測型海底

地震計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測により新たに得られたデ

ータを従来の海底地震観測データに加え、想定震源域周辺の詳細な地震活動、地震波速

度構造および発震機構解の推定を行った。さらに、GPS 観測および相似地震活動による

準静的すべり状態の監視の継続・改良を行い、宮城県沖周辺における準静的すべりの実

態把握を行った。 

4) 平成２０年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行った。こうした観測

により新たに得られたデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面上お

よび面外それぞれにおける地震活動の分離を行い、それぞれの位置での地震活動特性の

抽出に努めた。さらに、GPS 連続観測および相似地震活動の解析の準リアルタイム化に

基づく、宮城県沖周辺における準静的すべり状態の監視システムの開発を進めた。 

5) 平成２１年度： 

海底地震計の入れ替えにより、繰り返し海底地震観測を継続するとともに、気象庁と

共同して短期観測型海底地震計を用いた機動的な海底地震観測を行う。こうした観測に

より新たに得られるデータを従来の海底地震観測データに加え、プレート境界面内・外

の地震活動度およびその特性の時空間的な変動の解明に努める。さらに、GPS 観測およ

び相似地震活動の解析の準リアルタイム化に基づく、宮城県沖周辺における準静的すべ

り状態の監視システムの実用化に目途をつける。 

 

(e) 平成 21 年度業務目的 

2005 年に発生した宮城県沖の地震の破壊域周辺におけるプレート間非地震性すべりの

分布および時間変化を明らかにするとともに、プレート境界面における固着・すべり分布

に対応する地震波速度構造の解明を目標として、以下のような目的で業務を実施する。 
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東北大学大学院理学研究科の地震・噴火予知研究観測センターにおいてリアルタイムで

収録される陸上地震観測点の波形データを用いた相似地震解析を行い、宮城県沖地震の想

定震源域周囲におけるプレート間すべり分布の推定を、平成 20 年度に引き続いて実施し、

平成 20 年度までの成果との比較を行うことにより、プレート間すべりの時空間変化に関す

る情報の蓄積を図る。 

また、東北大学が東北地方広域に展開する GPS 観測網のデータを国土地理院の GEONET

観測網により得られるデータと統合し、各観測点における日平均座標値時系列を得るとも

に、これを基に宮城県沖地震の想定震源域周辺ならびに東北日本広域のプレート間固着状

態の推定を行い、平成 20 年度までの成果との比較を行うことにより、プレート間すべりの

時空間変化に関する情報の蓄積を図る。 

短期観測型海底地震計を用いて、地震観測を行う。これにより、東京大学地震研究所が

実施する長期観測型海底地震計による観測とあわせ、陸上の地震観測データと総合して、

想定震源域周辺の地震波速度構造の推定を行うとともに、詳細な震源分布を明らかにする。 

地殻変動と地震活動をもとにしたプレート間すべりモニタリングのさらなる高度化を目

的として、海底圧力観測を開始することにより、海底地殻上下変動の検出を試みる。 

 

 (2) 平成 21 年度の成果 

(a) 業務の要約 

相似地震モニタリングについて、最新のデータに基づくモニタリングを継続し、2008 年

以降の宮城県～茨城県沖合の海溝近傍での準静的すべりが速い状況が、次第に小さくなり

ながらも 2009 年も続いていたことが分かった。本年度はこのすべりの詳細を調査し、GPS

解析との比較も行った。 

 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震の余効変動について、海上保安庁海洋情報部の海底

地殻変動観測点において得られた水平変位データを含めた解析を再度行い、余効すべりの

時空間発展を推定した。海底地殻変動観測点における変位が定常状態と思われるレートに

落ち着いた 2007 年 1 月下旬以降、2005 年の地震震央周辺でのすべりがほとんど見られな

くなっており、この領域でのプレート間カップリングが回復していることが示唆される結

果を得た。 

 東北日本広域のプレート間カップリングの時空間変化を把握するため、GPS 観測から得

られた地表変位を基に、プレート間でのバックスリップ（すべり欠損）の分布を推定する

ための手法を改良した。また、毎週新しく得られたデータに対してこの手法を自動的に適

用する準リアルタイムモニタリングのための解析ルーチンを開発し、過去の GEONET データ

に適用した。2008 年 5 月の茨城県沖の地震の後では宮城県沖から茨城県沖にかけての沖側

の広い領域でバックスリップが弱くなっていることなど、相似地震解析から得られたプレ

ート間すべり分布の時空間変化とほぼ整合的な結果を得ることができた。 

 2005 年の宮城県沖の地震の余震活動を解析し、震源域における応力場についての考察を

行った。本震破壊域東端付近の余震クラスターについて詳細な解析を行い、多くの地震は

本震の地震時すべりによる応力変化によって引き起こされていることを明らかにした。 

 

 (b) 業務の実施方法 
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相似地震（小繰り返し地震）解析に関しては、これまでと同様に対象領域で発生した新

しい地震について一定の基準に合致するものを相似地震とし、モニタリングを継続した。

Nadeau and Johnson (1998)1)のスケーリング則を用いて相似地震の積算すべりを計算し，

これをプレート境界での準静的すべりとしてその時空間変化を推定した。 

GEONET ならびに東北大の GPS 観測点から得られたデータを解析して、変位時系列データ

を得るとともに、海上保安庁海洋情報部から海底地殻変動観測点におけるデータの提供を

受け、これらをあわせて時間依存逆解析手法を適用し、プレート境界におけるすべりの時

空間発展を推定した。 

 地表変位データから地下の断層面上のすべり（もしくはすべり欠損）の分布を推定する

逆解析手法の改良を行った（Iinuma, 2009）2）。この手法を用いたルーチン解析のための

数値計算コードならびにスクリプト群の開発および環境整備を行った。構築した自動解析

システムを用いて過去の GEONET データに手法を適用した。 

 Yamamoto et al. (2008) 3)によって推定された三次元地震波速度構造を用いて、2005 年

8 月 16 日の宮城県沖の地震の余震の震源再決定を行った。震源決定後、メカニズム解を求

め、応力テンソルインバージョン（Ito et al., 2009）4）並びに本震の地震時すべりによ

る・CFF の計算を行い、それぞれの結果についての考察を行った。 

 高精度水晶式圧力計をセンサーとし、長期間連続して海底での水圧を観測できる海底圧力

計を宮城県沖に設置し、海底上下変動を検知するための観測を実施した。 

 

(c) 業務の成果 

1) 相似地震モニタリング 

図 1 は、2009 年一年間に東北日本下のプレート境界において発生した相似地震の分

布を示したものである。相似地震の判定基準としては、震央間距離 40 km 以内の過去の

地震と波形を比較し、P波・S波を含む 40 秒間で 1-8 Hz の平均のコヒーレンスが 0.95

以上となるものを相似地震とみなすこととした。2008 年は前年(2007 年)に比べ約 1.5

倍の数の相似地震が発生したが、2009年も2007年に比べ1.3倍の相似地震が発生した。

2008 年に M7.0（5 月 8日，茨城県沖）および M6.9（7 月 19 日，福島県沖）のプレート

境界型地震が発生した東北地方南部で特に活動が活発であった。 

これらの地震（2008 年 5 月 8日の茨城県沖の M7.0 の地震と 2008 年 7 月 19 日の福島

県沖の M6.9 の地震）を含む領域のプレート間の準静的すべりの分布を図 2に示す。2008

年にそれまでと比べて速いすべりが宮城県～茨城県の沖合の海溝近くで見られる（図

2c）。2009 年に入っても同領域は 2007 年以前よりも速い状態にあり、広域での大規模

なすべり現象があったことが示唆される（図 2d）。図 3はこのすべりレートを、プレー

ト収束速度（8.5 cm/year）をもとにすべり欠損レートに変換したものである。2005 年

8 月 16 日の地震以前についてみると、宮城県沖ではバックスリップレートが大きく、

比較的固着が強いことが分かるが、2006 年を見ると 8月 16 日の地震の震央（黄色い星）

の周辺で若干固着が弱くなっている様子が見られる。2007 年に入ると、8 月 16 日の地

震の南で若干固着が弱いようには見えるが、震源近くの固着は回復しているように見え

る。さらに 2008 年には先述の 5 月 8 日の茨城県沖の M7.0 の地震と 7 月 19 日の福島県

沖の M6.9 の地震に関連すると思われる固着の弱まりが見られる。 
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図 1 2009 年の一年間に発生した相似地震の分布。1月から 12 月まで月ごとに示す。 
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図 2 相似地震活動から推定されたプレート境界面上での準静的滑り分布。それぞれ，1

年間のすべりを示す。星は深さ 80km 以浅，M5 以上の地震の震央を示す。黒三角は小繰り

返し地震の同定に用いた観測点，コンターは Yamanaka and Kikuchi（2003; 2004）5)、6)に

よる M7 以上の地震のアスペリティ。挿入図はフィリピン海プレート上部境界でのすべりレ

ートを示す。 
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図 3 相似地震により推定されたすべりレートより計算されたすべり欠損レート。相似地

震の積算すべりから推定したすべりレートからプレート収束速度（8.5cm/year）を差し引

くことにより推定した。ピンク色の領域はフォワードスリップ領域を示す。黄色星は 2005

年 8 月 16 日の宮城県沖の地震(M7.2)，赤星は，2008 年 5 月 8 日の茨城県沖の地震(M7.0)

および 2008 年 7 月 19 日の福島県沖の地震(M6.9)の震央を示す。 

 破線は Igarashi et al. (2001) 7)による低角逆断層型地震の西縁を示す。2005 年の地

震後にあたる 2006 年はこの地震の周囲で若干固着が弱い様子が見られる。茨城県沖の地震

(M7.0)および福島県沖の地震(M6.9)のプレート境界地震が発生した 2008 年から宮城県～

茨城県の沖合の海溝に沿って固着が弱まっている。 
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次に、すべりの時間変化について、図 3 の 2008 年の図で示したいくつかの場所（領

域）での積算すべり（図 4）を見てみる。2005 年の地震（縦線 M）に関連すると考えら

れるすべりが領域 B、Cで見られる。領域 Aでのすべり加速は、この領域の近傍で 2005

年 8 月 16 日の地震の 8 日後に発生した M6.3 の地震の後に起きており、2005 年 8 月 16

日の地震の地震と直接関係するかどうかは分からない。一方、2008 年 5 月 8 日の地震

（縦線 I）を含む一連の活動に関連すると考えられるすべりは領域 A、 C、 D、 E、 F

で見られる。この中で、領域 D、 F やその南でのすべりは，、平成 20 年度の本研究の成

果報告書で述べた（図 5に再掲)ように、2008 年 5 月 8日の地震の前から始まっている

ように見える。このすべりは、2008 年 5 月の地震後、その周辺（領域 E、 F）で加速す

るほか、2008 年 7 月 19 日に 5 月の地震より北の福島県沖で M6.9 の地震が発生（図 3

赤星）し、領域 Dでさらに加速がみられ、さらに北の領域 Aでも 2008 年 12 月から加速

がみられた。 

このように、日本海溝に沿った南北およそ 300 km にわたる領域での準静的すべりの

加速が 2008 年から見られた。そのすべりは、北緯 36.5 度（領域 F付近）から始まり主

に北に広がった。なおこのような海溝沿いの南北への準静的すべりの拡大は、1992 年

三陸沖地震(M6.9)や 1994 年三陸はるか沖地震(M7.6)の余効すべり(Uchida et al., 

2004)8)でもみられた。海溝沿い（プレート境界浅部、固着域の up-dip 側）では準静的

すべりが広がりやすい性質がある可能性がある。 

地震活動と準静的すべりのどちらが先行したかについては、最初の地震の前にもすべ

りが若干加速していた可能性もある(図 4)が、Matsuzawa et al. (2004) 9)でモデル化

されているように、両者の相互作用がすべり加速の拡大に重要な役割を果たしていると

考えられる。 

2008 年すべりの拡大の途中には 2つの M7 クラスの地震があり、すべりの拡大は間欠

的に起きている可能性が高いが、最初に活動があった領域 F付近と最後に活発化した A

付近の距離(270 km)とその間の期間(10 ヶ月)から全体のすべりの拡大速度を計算する

と 1 km/day 程度となる。なお、前述の 1992 年および 1994 年の地震後のすべりの南北

伝播は、おおまかに計算すると、両方とも 10 km/day 程度となる（それぞれ論文中の領

域 E、領域 Iの加速時期をもとに推定）。 

 

2) 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震の余効変動再解析 

 2005 年 8 月 16 日に宮城県沖を震源とする M7.2 の地震が、想定されている宮城県沖

地震の震源域の一部を破壊する形で発生した。本研究で平成 18 年度に報告した解析に

より、本震発生後余効すべりが励起され一年余り続いていたことが明らかになった

（Miura et al., 2006）10)。一方、海上保安庁海洋情報部により、GPS・音響結合方式

の海底地殻変動観測点において 2006 年末頃まではほとんど動きがなかったものの、

2007 年頃から 6.5 cm/year でユーラシアプレートに対して西北西に動き始めていると

の発表がなされた（佐藤・他、2009）11)。同部によれば、これらの動きは、2005 年の

地震を引き起こした原因である地殻ひずみの蓄積が同地震の発生により解消され、一年

程度の移行期間を経て、再びひずみの蓄積が開始される過程を海底の動きとして捉えた

ものであると考えられる。 
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図 4 図 3 で示した A-F の場所（緯度，経度方向に+/-0.2 度の矩形領域）での小繰り返し

地震の積算すべり。範囲内に含まれる小繰り返し地震の積算すべりの平均を示した。M お

よび Iはそれぞれ，2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震(M7.2)と 2008 年 5 月 8 日の茨城県

沖の地震(M7.0)の発生時を示す。宮城県沖の地震後のA, B, Cの場所でのすべり加速と2008

年からの Bをのぞく全域でのすべり加速が見える。 
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図 5 相似地震活動から推定されたプレート境界面上での滑り速度分布。2008 年 1 月から

5月 8日の茨城県沖の地震までの期間について示す。赤星は 2008 年 5 月（南）および 7月

（北）の地震の震央，黒線はフィリピン海プレートの北東限，挿入図はフィリピン海プレ

ート上部境界でのすべりレートを示す。 
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 これを受けて、2005 年の宮城県沖の地震の余効変動に関する解析を再度行った。2004

年初めから 2007 年末までの期間において、東北大学及び GEONET の GPS 観測点によって

得られたデータを、GIPSY-OASISⅡソフトウェアを用いた精密単独測位法（Zumberge et 

al., 1997）12)により、各観測点での変位時系列データを得た。得られた時系列データ

に対し、2004 年 1 月 1 日から 2005 年 8 月 16 日の地震発生までの時系列を基に長期ト

レンド、年周・半年周成分を最小二乗法を用いて推定し、全期間のデータからこれらの

成分を除去した。こうして得られた定常変動成分を除去した変位時系列のうち、最大余

震（2005 年 12 月 2 日）発生後のデータに対して Yagi and Kikuchi (2003) 13)の時間依

存逆解析手法を適用し、プレート境界におけるすべりの時空間発展を推定した。 

 図 6 に 2005 年 12 月 3 日から 2007 年 12 月下旬までの期間において、12 週間ごとに

求めたプレート間すべりの分布を示す。2007 年 1 月 27 日からの期間以降、2005 年の宮

城県沖の地震の震央周辺でのすべりがほとんど見られなくなっていることがわかる。こ

の時期は海上保安庁海洋情報部から報告されている、海底地殻変動観測点における変位

が定常状態と思われるレートに落ち着いた時期と一致しており、陸上 GPS 点を用いた解

析からも、固着が再び始まったことが示唆される結果が得られた。 

プレート間すべりの積算値並びに変位との比較を図 7、8 に、モーメント解放量の推

移を図 9 に示す。積算値の分布（図 7）からは 1978 年宮城県沖地震のアスペリティ周

辺で余効すべりが大きかったことがわかる。変位の観測値と計算値の比較（図 8）を見

ると、岩手及び秋田県内のほとんどの観測点では西向きの変位が観測されている一方、

逆解析により推定された余効すべり分布では、その変位量をあまりよく説明できていな

い。これは、1994 年の三陸はるか沖地震の震源域を含む、青森県から岩手県の沖側の

領域においてプレート間の固着が強まっていることに起因していると考えられる。今回

の解析で用いた各 GPS 観測点での変位時系列からは、2004 年初めから 2005 年の宮城県

沖の地震までのデータを用いて長期トレンドを除いているが、岩手及び秋田県内の多く

の観測点においては、この長期トレンドが過小評価されていた可能性を示唆している。

また、モーメント解放量の推移（図 9）からは、2005 年の地震の震源域周辺で、最大余

震（M6.6）と同程度の歪みエネルギーが余効すべりにより解放されたこと、また、2007

年前半でほぼ余効すべりが収束している様子がよくわかる。 

図 10、11 に変位時系列を示す。陸上 GPS 観測点における変位は、時間依存逆解析に

より推定された余効すべりでよく説明できている一方、海底地殻変動観測点における変

位は観測データよりも過小となっている。観測値では、定常レートに落ち着くまでに、

東西成分で 10 cm 程度、南北成分で 5 cm 程度の変位が生じているが、推定された余効

すべりから計算される変位は東西成分 5 cm 以下、南北成分で 1、2 cm と、有意に小さ

い。これは、陸地から遠く離れた沖側のプレート境界でのすべりを検知する能力が陸上

GPS 観測網に十分備わっていないため、沖側で余効すべりがあったとしても、これを逆

解析で推定することができないことに起因していると考えられる。そこで、海底地殻変

動観測点のデータを海上保安庁海洋情報部から頂き、これを陸上 GPS 観測点で得られた

データとともに時間依存逆解析に用いることとした。 

図 12 から 15 に結果を示す。海底地殻変動観測点のデータには陸上 GPS 点の水平成分

の半分の重みをつけて解析を行った。余効すべりのスナップショット（図 12）並びに 
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図6 (左) 陸上GPS観測点で得られた変位時系列データを元にした時間依存逆解析により

推定された、2005 年 12 月 2 日の最大余震以後のプレート間すべりの時空間発展。12 週間

ごとのスナップショットを示す。等値線間隔は 4 cm/year。太い等値線は 2信頼限界に相

当する。 (右) 各期間のすべりの推定誤差。等値線間隔は 1 cm/year。 
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図 7 陸上 GPS 観測点で得られた変位時系列データを元にした時間依存逆解析により推定

されたプレート間すべりの積算値分布。矢印の向きはすべりの方向を示し、すべりの大き

さを矢印の長さおよびカラーマップにより示した。緑線枠内でのモーメント解放量を図 8

に示す。灰色の等値線は 1978 年(陸側)・1981 年(海側)の宮城県沖地震のアスペリティ

(Yamanaka and Kikuchi, 2004) 5)。 
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図 8 陸上 GPS 観測点で得られた変位時系列データを元にした時間依存逆解析により推定

されたプレート間すべりの積算値分布（図 7のものと同じ）と、観測変位（黒矢印）と推

定された余効すべり分布から計算される変位（赤矢印）との比較。 
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図 9 時間依存逆解析により推定されたモーメント解放量の時間推移。解析対象としたプ

レート境界面全体に対するものを赤、図 7の緑線枠内について緑で示してある。上段はモ

ーメント解放量を Nm 単位で、下段はモーメントマグニチュード相当で示す。 
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図 10 牡鹿半島周辺の GPS 観測点における変位時系列。上段右側に東西成分、左側に南北

成分を示す。横軸は 2005 年 12 月 2 日（最大余震発生日）からの日数。各観測点での変位

(mm)を観測点ごとにオフセットを与えて示す。固定点は GEONET の飛島（950194）。実線は

時間依存逆解析で推定された余効すべりの時空間発展から予測される変位。下段の地図内

に各観測点の位置を示す。 
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図 11 海上保安庁の海底地殻変動観測点での水平変位時系列。上段に東西成分、下段に南

北成分（m）を示す。横軸は時刻を示し、単位は年。破線は 2006 年 12 月以降の観測値から

求めたトレンドを示す。縦の緑破線は 2005 年の宮城県沖の地震の発生日を示す。小さな枠

内に時間依存逆解析により推定された余効すべりの時空間発展から計算される、海底地殻

変動観測点での変位（cm）を示す。横軸は時刻を示し、2005 年の宮城県沖の地震からの日

数で目盛りを振ってある。横軸、縦軸とも大きな枠とスケールを合わせて表示してある。

小さな枠内の縦の実線は 2005 年 12 月 2 日の最大余震発生日を示す。 
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積算値の分布（図 13）を陸上 GPS 観測点でのデータのみを用いた場合の結果（図 6 及

び 7）と比較すると、海底地殻変動観測点の変位を説明するために、その周囲にすべり

の大きな小領域が一つ増えているだけになってしまっている様子が明らかである。また、

積算値の分布において、新しく求まった沖側のすべり域においては、すべりの方向がプ

レートの収束方向に比して南向きに偏った結果となっており、海底地殻変動観測点での

変位の方向に過度に追随してしまっていることが見て取れる。これは、海底地殻変動観

測点のデータを一点分のみ解析に加えたのでは、地球物理学的に有意義な結果が得られ

難いことを示唆している。図 14 及び 15 に示した観測データと推定された余効すべりの

時空間発展から計算される変位との食い違いは大きく、今回海底地殻変動観測データを

用いることで求まった沖側のすべりが、その位置も含め定量的に正しいかどうかという

点には疑義が残る結果となった。東北大学で展開しているものも含めて、何点かの海底

地殻変動観測点のデータをすべて含めることにより、この件についてより正確な推定が

行えるようになることが期待される。 

 

3) GPS データに基づいたプレート間固着分布の準リアルタイム自動解析 

 宮城県沖におけるプレート間カップリングの準リアルタイムモニタリングのため、

GPS データの自動処理システムを構築した。概念図を図 16 に示す。まず、GPS 観測によ

って得られる一次データである、搬送波位相の情報を収めた RINEX と呼ばれるファイル

を収集する。東北地方に展開されている、国土地理院の GEONET 等、東北大学以外の機

関によって設置された観測点と東北大学で設置した観測点で得られたデータを使用す

る。これらの一次データを統合的に解析し、各観測点の日平均座標値を得る。日平均座

標値の時系列を二次データとして、その後の解析に用いる。 

ある程度長い期間（現設定では過去 5年分）の二次データから、長期トレンド、年周・

半年周変動成分、アンテナ交換などの観測点保守作業や地震に伴うステップ状の変動を

最小二乗法を用いて推定する。この際、気象庁の一元化震源データを用い、各地震の震

源位置及び規模から、各 GPS 観測点において予測される地表変位を概算し、水平成分 2 

mm、上下成分 5 mm 以上の変位が観測される可能性がある場合に、その地震に対してそ

の観測点におけるステップ量を推定することにした。また、長期トレンドに関しては、 

 

 ・過去 5年間全体を通じて不変として一つの値を推定 

 ・1 年毎に異なるトレンドを持つとして五つの値を推定 

 ・5 年前から半年前までとそこから月ごとの 7期間に対して異なるトレンドを推定 

 

以上の三通りで推定を行い、各ケースの最後の期間のトレンドからそれぞれ過去五年間、

過去一年間、過去一月間の変位速度を得、これをデータとしてバックスリップインバー

ジョンに用いる。手法は Yabuki and Matsu'ura (1992) 14)を改良したもの（Iinuma, 2009）
2)を用いた。ただし、この各ケースの最後の期間に 2005 年の宮城県沖の地震の発生日（8

月 16 日）が含まれる場合は、この日以前と以後とに期間をさらに分割してトレンドを

推定することとした。 
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図12  (左) 陸上GPS観測点で得られた変位時系列データ並びに海上保安庁海洋情報部の

海底地殻変動観測点での変位時系列データを基にした時間依存逆解析により推定された、

2005 年 12 月 2 日の最大余震以後のプレート間すべりの時空間発展。12 週間ごとのスナッ

プショットを示す。等値線間隔は 4 cm/year。太い等値線は 2信頼限界に相当する。 (右) 

各期間のすべりの推定誤差。等値線間隔は 1 cm/year。 
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図13 陸上GPS観測点で得られた変位時系列データ及び海底地殻変動観測点の変位時系列

データを基にした時間依存逆解析により推定されたプレート間すべりの積算値分布。矢印

の向きはすべりの方向を示し、すべりの大きさを矢印の長さおよびカラーマップにより示

した。 
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図14 陸上GPS観測点で得られた変位時系列データ及び海底地殻変動観測点における変位

時系列データを基にした時間依存逆解析により推定されたプレート間すべりの積算値分布

（図 13 のものと同じ）と、観測変位（黒矢印）と推定された余効すべり分布から計算され

る変位（赤矢印）との比較。
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図15 牡鹿半島周辺のGPS観測点並びに海上保安庁海洋情報部の海底地殻変動観測点にお

ける変位時系列。上段右側に東西成分、左側に南北成分を示す。横軸は 2005 年 12 月 2 日

（最大余震発生日）からの日数。各観測点での変位(mm)を観測点ごとにオフセットを与え

て示す。実線は時間依存逆解析で推定された余効すべりの時空間発展から予測される変位。

各陸上観測点の位置は図 10 を参照。MYGW は海底地殻変動観測点であり、位置は図 14 中に

示す。 
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図 16 GPS データを用いたプレート間カップリングの準リアルタイムモニタリングシステ

ムの概念図。赤枠で囲まれたものがデータ及び解析結果、黒枠で囲まれたものが処理の内

容を示す。 

 

年周・半年周成分、地震時変

動、長期トレンド等の除去 

GPS観測データ 

各観測点での変位時系列データ 

国土地理院他から取得＋東北大の観測点 

GPSデータ解析 

宮城県沖地震震源域でのプレート

間カップリングの時空間変化 

定常変動からのズレ 

時間依存インバージョン 

長期広域でのバックスリップ分布 

バックスリップインバージョン 

 

相似地震活動から推

定された滑り分布 

解析結果の公開
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 過去五年間全体を通じてのトレンドをこの時期の定常的変位速度と考え、このトレン

ドと年周・半年周及びステップを取り除いた時系列を用いて時間依存逆解析を行なうこ

とで、定常的なプレート間固着状態からのずれ、すなわちプレート間での準静的すべり

の時空間発展を推定することができる。 

 最後に、バックスリップインバージョン及び時間依存逆解析から求まったバックスリ

ップ及び準静的すべりの分布を描画し、Web 上にアップロードし閲覧できるようにする

ところまで、この自動解析システムで取り扱う。図 17 に結果表示画面のスクリーンシ

ョットを示す。 

 本年度までに GPS 一次データの自動解析を除く部分の構築を終了した。そこで、構築

済みの部分の動作検証並びに地球物理学的に有意義な結果が得られるかの吟味を行う

ため、国土地理院の公表している日々の座標値（F3 解）を用いて、過去のデータに対

して本システムの解析を適用した。2005 年初めから 2005 年 8 月 16 日以前までと 2006

年から 2010 年 2 月中旬まで一週間ごと（毎月曜日）に、その日に解析を行った場合に

得られる GPS データを用いて解析を行った。 

図 18 に解析結果の例として、2010 年 1 月 4日に解析を行ったとした場合に得られた

結果を示す。過去五年間については、2005 年 8 月 16 日が期間内に含まれるため、それ

以降のトレンドを用いての推定を行っており、2005 年の宮城県沖の地震の余効すべり

が発生していた時期を多く含んでいるため、宮城県沖におけるバックスリップが小さく

推定されている。過去一年間分のトレンドを用いた結果からは、宮城県沖に強い固着域

（バックスリップの大きな領域）がある一方で、福島県沖においては固着がほとんどな

くなってしまっている様子が見られる。2008 年 5 月の茨城県沖の地震（M7.0）以降、

茨城県沖から宮城県沖にかけての海溝側の広い領域で、プレート間すべりが発生してい

たことが相似地震モニタリングから推定されており（図 3、4）、これを反映したバック

スリップ分布となっていると考えられる。また、過去一月間については、推定された長

期トレンドの空間的なばらつきが大きく、地球物理学的見地から有意義な推定がなされ

ているとはいい難い結果となってしまっている。これは他の期間の解析結果でも同様で

あり、一年間よりも短い期間に対して有意義なバックスリップ分布のモニタリングをす

るためには、標準的なバックスリップ分布を過去一年間もしくは五年間のトレンドを用

いた解析結果等から仮定し、その分布に近い分布が得られるような拘束を強くかけた逆

解析を行う、バックスリップの方向をプレート収束方向に固定して逆解析を行なう、な

どの解析手法に関するさらなる工夫が必要である。 

各年の最初の月曜日に解析を行ったとした場合の、過去一年間のトレンドを用いて推

定したバックスリップ分布を図 19 に示す。2004 年から 2005 年までの期間を見ると、

宮城県沖から福島県沖にかけての過去の地震の破壊域の周辺と、青森県沖から岩手県沖

にかけての 1968 年十勝沖地震の破壊域周辺に強い固着域が存在していたことがわかる。

2005 年の宮城県沖の地震の後、宮城県沖地震の震源域周辺およびその深い側のプレー

ト境界における余効すべりのため、2006 年から 2007 年までは、余効すべりがおきてい

た領域でのバックスリップは弱く、その周囲の福島県沖から茨城県沖にかけての領域並

びに岩手県沖において強いバックスリップが推定されている。このうち後者については、

前者の弱いバックスリップ領域を空間的に滑らかに表現するために生じてしまった人 
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図 17 Web 上での結果閲覧画面のスクリーンショット。バックスリップインバージョンの

結果について表示したものを示す。上側のフレーム内のフォームを用いて下側のフレーム

に表示する解析日時を変更することができる。また、各画像をクリックすることで拡大さ

れたものを見ることができるようになっている。 
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図 18 バックスリップの自動解析結果の例。2010 年 1 月 4日に解析を行なったとした場合

のもの。（上段）バックスリップの分布、（中段）水平変位の比較、（下段）上下変位の比較

を、（左列）過去五年間、（中列）過去一年間、(右列)過去一月間についてそれぞれ示す。 
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図 19 2005 年から 2010 年までのその年の最初の月曜日に解析を行なったとした際に推定

されたバックスリップ分布。2005 年 1 月 4日から 2006 年 1 月 2日までの結果は、2005 年

の宮城県沖の地震の余効すべりの影響が大きいため割愛する。（左上）2004 年 1 月 3 日か

ら 2005 年 1 月 3日まで、（中央上）2006 年 1 月 1日から 2007 年 1 月 1日まで、（右上）2007

年 1 月 7日から 2008 年 1 月 7日まで、（左下）2008 年 1 月 5日から 2009 年 1 月 5日まで、

（中央下）2009 年 1 月 4 日から 2010 年 1 月 4 日までのそれぞれの期間に対して求められ

たトレンドに基づいてバックスリップ分布を推定している。 

 

為的な虚像である可能性がある。2007 年から 2008 年までの分布からは 2005 年 8 月 16

日の宮城県沖の地震の余効変動再解析の項でも扱ったように、宮城県沖のカップリング

が回復してきており、バックスリップのやや大きい領域が宮城県沖を中心に推定されて

いる。一方で、福島県沖についてはバックスリップが弱まっており、これはさらに 2008

年から2009年までの期間ならびに2009年から2010年までの期間において顕著となる。

前述のとおり、茨城県沖から宮城県沖にいたる領域の海溝に近い側において、プレート

間すべりが発生していたことが、相似地震の解析から明らかにされている。これに対応 
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した、バックスリップの時間的変化が推定結果に現れているものと考えられる。  

 相似地震解析から得られた積算すべり(図4)とバックスリップの時間変化を比較する

ため、図 3で示されている Aから Fの地点に最も近いグリッドでのバックスリップの推

定値を抽出しプロットしたのが図 20 である。過去五年間分の推定結果は、2006 年以降

の推定値にはすべて 2005 年の宮城県沖の地震の余効すべりの影響が入っており、A か

ら F のどの点においても 2005 年の地震前と比してバックスリップの推定は小さくなっ

ていることがよくわかる。また、過去一月間については、やはり有効な推定ができてい

ないため、すべての点において時系列のばらつきが大きくなっている。 

 過去一年間分の推定結果に注目する。2007 年末から 2008 年初頭において、A を除く

すべての点でバックスリップの推定値は、2005年の地震前と比してやや小さいものの、

ほぼ同水準に回復している。本年度行った、宮城県沖での固着の回復を焦点とした解析

の結果と概ね調和的であるといえる。また、2008 年中ごろから 2009 年にかけて、A、B

を除くほかの領域では 2005 年の地震の前と比べて、バックスリップの推定値は有意に

小さくなっており、相似地震解析から得られているプレート間すべりの加速と対応した

現象を見ているものと考えられる。いずれの場合も Aについては、他から得られている

知見と整合しない結果となってしまっているが、これは、この領域が陸から非常に離れ

ているため、陸上 GPS 点のみを用いた推定の誤差が非常に大きくなってしまっているた

めと考えられる。相似地震解析から得たプレート間すべりの分布から位置情報を取り込

むなどして、他のデータとの統合的逆解析を行うことで、陸から離れた領域でのバック

スリップ分布の空間的な解像度並びに推定精度を向上させていくことが今後期待され

る。 

 

4) 宮城県沖地震震源域の地震活動と応力場推定 

 Yamamoto et al. (2008) 3)によって推定された三次元地震波速度構造を用いて震源の

再決定を行った。結果を図 21 に結果を示しているが、プレート境界に面的に集中する

もっともらしい震源分布になった。2005 年の宮城県沖の地震（M7.2）の震源域近傍（図

21 の断面 A、 B）では相似地震の発生位置とプレート境界面の両者が良く一致しており、

この領域では震源決定精度が高いことが期待される。図 22 に 2005 年の宮城県沖の地震

の震源域近傍の震源分布を示す。図 22 に示したように 2005 年の地震の近傍にいくつか

のクラスター状の地震活動が見られる。1）2005 年の地震の破壊域内で発生し、プレー

ト境界面に沿った活動、2）2005 年の地震の破壊域東端付近から北東−南西方向に伸び

るクラスターで、プレート境界よりも浅部に位置する活動（2005 年の地震発生後 10 日

程度で活動は終息）である。 

震源決定後に P 波初動極性と S/P 振幅比を用いて 2005 年の地震近傍の地震のメカニ

ズム解を決定し、応力テンソルインバージョンを行った結果を図 23 に示す。最大主応

力軸はプレート運動の相対運動方向かつほぼ水平方向を向き、最小主応力軸はほぼ鉛直

方向を向いている。したがって、推定された応力場は宮城県沖においてプレート境界型

地震の発生が期待される応力場であり、宮城県沖における広域（平均）応力場と考えら

れる。推定された応力場から期待されるすべり方向と発生した地震のすべり方向のずれ

（残差）の分布図と頻度分布図を図 24、25 に示した。2005 年の地震の破壊域東端で発 
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図 20 図 3 に示された Aから Fまでの地点直近傍のグリッドにおけるバックスリップ（す

べり欠損）推定値の時間変化。正に大きいほど固着が強いことを示す。解析を行ったとす

る日からの過去五年間（上段）、過去一年間（中段）、過去一月間（下段）のトレンドに基

づいた推定値を、解析を行ったとする日の値としてプロットしている。 



 33

  

 

図 21 2005 年 8 月 16 日（2005 年宮城県沖の地震の発生日）から 2007 年 10 月までの震源

分布図。（上）震央分布図。（中、下）震央分布図中の直線 A-A'、B-B'で示された断面の震

源分布図。直線 A-A'と B-B'から 10 km 以内の地震についての結果を示す。赤の丸は相似地

震、赤の星は M5.5 以上のプレート境界型地震、黄色の星は 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の

地震、それぞれの震央および震源を示す。カラーコンターは、山中（2003）15)、Yamanaka and 

Kikuchi (2004) 6)、柳沼（2006）16)による宮城県沖で発生した大地震のすべり域を示す。
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図 22 2005 年 8 月 16 日の宮城県沖の地震震源域近傍の震源分布。震源深さを図中のカラ

ースケールで示す。(1)、(2)の線で囲われた地震については本文参照．（上）震央分布図。

桃色の線は 1978 年の宮城県沖地震のアスペリティ(Yamanaka and Kikuchi, 2004) 6)、青色

の線は 2005 年の地震の破壊域を示す(柳沼, 2006) 16)。（下）震央分布図中の直線で示され

た断面の震源分布図。直線から 10km 以内で発生した地震のみを示す。Yamamoto et al. 

(2008) 3)によって推定されたプレート境界を破線で示す。 
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図 23 応力テンソルインバヴァージョン（Ito et al., 2009）4)によって推定された本

震震源域近傍の応力場。下半球投影で示す。赤丸と青の菱形はそれぞれ最大主応力軸 

（σ1）と最小主応力軸（σ3）を表す。 

 

 

 

生した地震は、他の地震に比べて残差が大きくなる傾向が見て取れる。これは、2005

年の地震の破壊域東端の地震は平均的な応力場のみでは説明できず、2005 年の地震の

地震時すべりに起因した応力擾乱に関与した地震であることを示唆する。 

 2005 年の地震の地震時すべりが破壊域東端の地震にどの程度影響を与えたかを見る

ために 2005 年の地震の地震時すべりによるクーロン破壊応力関数の変化（ΔCFF）の計

算を行った。破壊域東端の地震に注目し、それらの地震に対して計算されたΔCFF の分

布図と頻度分布図を図 26、27 に示す。多くの地震はΔCFF が正となる断層面において

発生しており、破壊域東端の地震は 2005 年の地震の地震すべりに起因した応力擾乱に

関連した地震であることが示された。 
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図 24 2005 年宮城県沖の地震震源域周辺の残差分布。宮城県沖の平均的応力場から期待さ

れるすべり方向と発生した地震のすべり方向の残差をカラースケールで示す。上）震央分

布図。（下）震央分布図中の直線で示された断面の震源分布図。 
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図 25 2005 年宮城県沖の地震震源域近傍の残差の頻度分布図。図 22 中の(1)、(2)の地震

活動の残差を灰色、白抜きの頻度分布でそれぞれ示す。 
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図 26 2005 年宮城県沖の地震震源域周辺のΔCFF 分布。図 22 で示した(2)の地震活動に対

して計算されたΔCFF をカラースケールで示す。平面図中の矩形はΔCFF を計算する際に仮

定した本震断層を示す。 
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図 27 2005 年宮城県沖の地震震源域周辺のΔCFF の頻度分布図。図 22 で示した(2)の地震

活動に対して計算されたΔCFF の頻度分布図を示す。 
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5) 宮城県沖地震震源域における海底地殻上下変動検知の試み 

海水準位換算で 1 cm 以下の分解能を有する高性能圧力計を用いた、連続海底圧力観

測を実施し、平成 20 年 11 月から平成 21 年 2 月末までの 4ヶ月間の圧力変化を記録す

ることに成功した。観測は、文部科学省受託研究「東海･東南海･南海地震の連動性評価

のための調査観測･研究」と連携して実施した（図 28）。宮城県沖海域に同時期に設置

した海底圧力計のデータとともに解析することにより、地殻変動起源の海底圧力変動の

検知を試みた。 

海底で観測される圧力変動には、地殻上下変動による変動の他、潮汐をはじめとす

る様々な要因による海洋変動の寄与が含まれる。潮汐変化は、その周期が正確に知られ

ているため、フィルタにより簡単に除去できる。一方、海洋変動のうち大気との相互作

用による海水の運動による海底圧力変化は、「東海･東南海･南海地震の連動性評価のた

めの調査観測･研究」で開発中の全球海洋変動数値モデル化の手法により除去した。そ

れでも除去しきれない変動は、観測地点の近傍の局所的な海洋変動によるものである可

能性が高く、これは、隣接する観測点間で共通な変動となって観測される可能性が高い。

図 29 は、こうした考え方に基づいて、2観測点での圧力観測値の差を時系列で示した

ものである。差をとる前の時系列からは潮汐成分は除去してある。数値モデリングによ

る海洋変動成分については、それを除去したデータと除去しなかったデータを使って、

それぞれの差分データの時系列を図示した。差分をとることにより、海洋変動に起因す

る変動成分を低減し、数 hPa（1hPa の圧力変化が海水準 1cm にほぼ相当）程度の圧力変

動を検知できるようになった。海洋変動の予測値を除いたデータから求めた差分時系列

の方が、ノイズと考えられる定常的な圧力変動の振幅がわずかに小さくなる傾向がみら

れる。海溝軸に近い観測点（JT1-JT2）では地殻変動である可能性のあるステップ状の

圧力変化がとらえられているが、本業務で海底圧力計を設置した P05 の観測点において

は明瞭な変動を捉えることはできなかった。 
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図 28 宮城県沖に設置された海底水圧計。P05 が本業務によって設置された観測点。P01

～P04 は「東海･東南海･南海地震の連動性評価のための調査観測･研究」事業による観測点。

それ以外は、東北大が独自に展開した観測点。 
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図 29 宮城県沖で得られた海底圧力データをもちいて作成した、差圧時系列データ。基準

点を JT2 として、それ以外の観測点のデータと JT2 のデータとの差を求めた。黒線は、潮

汐除去後、数値モデル予測値を差し引いたあとのデータ（圧力残差）を使って求めた差圧

データ、灰色線は、潮汐除去したデータの差から求めたもの。いずれも、線形トレンド成

分を差し引いてある。点線は、JT1-JT2 間の圧力差時系列に見られるステップ的変動の終

了時。 
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(d) 結論ならびに今後の課題 

本年度は、GPS 並びに相似地震データからのプレート間すべりの準リアルタイムモニタ

リングを実現するための手法の改良やデータ処理に取り組んだ。GPS データからプレート

境界におけるすべりを推定するための逆解析手法の改良を行い、これまでに開発したもの

とともに、実際に入手可能になるデータに対して、ルーチン的に適用するための解析シス

テムの構築を行った。構築された自動解析システムによる処理を過去の GEONET データに対

して適用し、東北日本広域のプレート間カップリングの時空間発展を推定した。また、相

似地震モニタリングを継続し、宮城県沖周辺における準静的すべりの時空間発展を得た。 

2005 年の宮城県沖の地震以降のプレート境界における準静的すべりの推移ならびにプ

レート間カップリングの時空間変化をそれぞれ独立に求めたものではあるが、互いに比較

し、より現実に即した知見を得ることができるようになった。今後の課題は、これらを組

み合わせた解析を行うことにより、相似地震・GPS 双方からプレート間のカップリング並

びにすべりの時空間変化を統合的に推定することである。 

また、2005 年の宮城県沖の地震の余効すべり及び余震活動についての解析、考察を行っ

た。余効すべりは海底地殻変動観測の結果から示唆されているように、2007 年の早い時期

に完全に終息し、プレート間のカップリングが回復していることが分かった。地震活動及

び応力場の推定により、2005 年の宮城県沖の地震の本震破壊域東端ではプレート境界面外

において応力擾乱に起因して余震活動が発生していることを明らかにした。今後は，応力

場の空間変化のより詳細なモニタとともに，時間変化のモニタが宮城県沖地震の発生機構

の理解及び評価に重要となる。また，地震活動・応力場を GPS・相似地震から推定される

プレート間すべりと比較することが必要となる。 
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2)ソフトウエア開発 
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3) 仕様・標準等の策定 
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(3) ５ヵ年の成果と課題 

宮城県沖地震時に破壊すると考えられるアスペリティの固着状況やその周囲における準

静的すべりの状態が時空間的にどのように変化しているかを監視するための方策を開発す

ることを目的として、①プレート境界面の形状や境界面とその周囲における中小の地震活

動の空間分布を高精度で明らかにするための長期繰り返し海底地震観測と、②GPS 観測な

らびに相似地震の解析に基づくプレート間すべり量の時空間変化を準リアルタイム解析の

開発を推進してきた。 

2005 年 8 月 16 日には、M7.2 のプレート境界型地震が宮城県沖で発生したが、海陸のデ

ータの解析を進めることにより、この地震の破壊域を詳細に明らかにするとともに、1930

年代や 1978 年に発生した過去の宮城県沖地震の破壊域との関係を考察した。 

本業務が継続した海底地震観測により、この地震は、発生前から、本震の発生、余震活

動に至るまでの一連の過程が明らかにされた。この地震の発生前のおよそ 10 日から微小地

震の活動度変化が見いだされたほか、余震活動のなかに、本震のすべりによる応力変化が
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引き起こしたと考えられる、プレート内地震活動が見いだされ、こうした地震の詳細な解

析に基づき、本震のすべり分布の推定を試みた。さらに、こうした地震観測のデータを用

いることにより、震源域周辺の詳細な地震波速度構造の推定に成功した。宮城県沖地震の

主たる破壊域は、島弧マントルの直下にあるが、マントル内でも含水化が進み地震波速度

が低下している領域を避けるように破壊域が分布している、すなわちマントル構造の空間

的な不均質が破壊域の広がりを規定している可能性が示された。 

さらに、GPS 観測および相似地震活動の解析に基づき、この地震の発生後の余効すべり

の時空間発展とその終息、さらには固着が回復する過程を解明することに成功した。この

間、宮城県沖の周辺においては、内陸で大きな地震が続発したため、こうした地震が GPS

観測データに及ぼす影響を正しく見積もることを目的として、宮城県沖の海陸プレート境

界のみならず、内陸の活断層におけるすべりもあわせてモデル化を進めた。また、宮城県

沖海域に隣接する、茨城県沖から福島県沖の海溝付近においては平成 20〜21 年にかけて、

プレート間すべりが加速傾向にあったことが相似地震解析から見いだされ、東北地方南東

部における GPS 観測データからもまた、こうしたすべり速度変化があったことが確認され

た。 

最終年度の平成 21 年度には、こうしたプレート間すべり監視技術開発の一環として、海

底圧力の連続観測による海底地殻の鉛直変動の検出を試みた。 

以上のように、本計画により 2005 年に発生した宮城県沖地震の実像、ならびにその後の

地殻活動の推移についての詳細が明らかとなった。その結果、1978 年の地震時に破壊した

アスペリティの一部（北側半分にほぼ相当）が未破壊であると推定される。しかし、この

未破壊アスペリティの振る舞いを正確に予測することは、未だ困難である。未破壊アスペ

リティ周辺での非地震性すべりの加速は、このアスペリティへの載荷を助長するため、プ

レート間すべりの監視の継続はきわめて重要であると考えられる。一方で、1978 年の地震

以前については非地震性すべりイベントに関する観測データが皆無であり、地震の繰り返

し履歴のなかでの非地震性すべりの役割を正しく理解するためには、数値シミュレーショ

ンを援用せざるをえない。その中で、本業務によってあきらかとなった震源域近傍の地震

波速度構造モデルは、シミュレーションモデルの構築に重要な制約を与えるものである。 

 


